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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第55期

第２四半期
連結累計期間

第56期
第２四半期
連結累計期間

第55期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (百万円) 408,890 440,086 881,028

経常利益 (百万円) 63,062 67,343 134,826

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 40,045 40,857 77,039

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 43,351 23,316 65,157

純資産額 (百万円) 934,902 951,474 943,144

総資産額 (百万円) 1,415,638 1,536,741 1,568,052

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 183.47 187.20 352.97

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 58.4 54.6 53.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 79,242 102,645 136,734

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 19,462 △ 15,834 △129,247

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 26,215 △ 45,592 △ 26,849

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 275,380 260,718 221,760
 

 

回次
第55期

第２四半期
連結会計期間

第56期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 89.47 95.35
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日～平成28年９月30日、以下、「当第２四半期」という。）の日本

経済は、雇用情勢が改善した一方、企業収益の改善に足踏みがみられ、また海外経済の不確実性の高まりや金融資

本市場の変動の影響が懸念されるなど、不透明な状況で推移しました。

このような状況の中で、「安全・安心・快適・便利」に対する社会的ニーズはますます多様化・高度化してお

り、当社グループは、“いつでも、どこでも、誰もが安全・安心に暮らせる社会”を実現する「社会システム産

業」の構築を目指し、セキュリティサービス事業をはじめ、防災事業、メディカルサービス事業、保険事業、地理

情報サービス事業、情報通信事業および不動産・その他の事業で、お客様のニーズに合致した、質の高いサービ

ス・商品を提供することに努めました。また、更なる成長に向けて、各事業のサービスがそれぞれ自立しつつも、

相互の連携を更に深め、より一層の相乗効果を生み出すことを目的に、“ＡＬＬ ＳＥＣＯＭ”（セコムグループ

総力の結集）を継続的に推進しました。さらに、今後の日本の社会を見据えて、「セキュリティ」をベースに「超

高齢社会」、「災害・ＢＣＰ（事業継続計画）・環境」といったキーワードを切り口として、“ＡＬＬ ＳＥＣＯ

Ｍ”により新たなサービスを創出する取り組みを推進しました。

また、平成28年８月に渋谷区と「シブヤ・ソーシャル・アクション・パートナー協定」を締結し、防災対策や超

高齢社会に向けた対応など地域社会の課題解決を公民連携で推進する取り組みを始めたほか、９月には、Ｇ７伊勢

志摩サミットの警備でその有効性が実証された高精度な３Ｄ立体画像を警備計画に利用する「セコム３Ｄセキュリ

ティプランニング」の本格販売を開始しました。

 

当第２四半期の連結売上高は前期12月より新たに連結子会社となった株式会社アサヒセキュリティの寄与もあ

り、4,400億円(前年同期比7.6%増加)となり、営業利益は621億円(前年同期比3.2%増加)となりました。経常利益

は、営業外収益として米国などにおける投資事業組合運用益29億円(前年同期は営業外費用として投資事業組合運

用損１億円)を計上したことなどにより、673億円(前年同期比6.8%増加)となり、親会社株主に帰属する四半期純利

益は408億円(前年同期比2.0%増加)となりました。なお、当第２四半期の売上高および営業利益は過去最高を達成

することができました。

 

事業別にみますと、以下のとおりであります。

 

セキュリティサービス事業では、売上高は事業所向け・家庭向けのセントラライズドシステム（オンライン・セ

キュリティシステム）や、出入管理システム・監視カメラシステムなどの安全商品の販売が好調だったことおよび

新たに連結子会社となった株式会社アサヒセキュリティの寄与もあり、2,622億円(前年同期比11.7%増加)となりま

した。営業利益は564億円(前年同期比0.4%増加)となりました。

 

防災事業では、売上高は積極的な営業活動に努めましたが、前年同期に大型案件の計上があったため、531億円

(前年同期比6.9%減少)となり、営業利益は42億円(前年同期比5.9%減少)となりました。

なお、当事業は建設業界の影響を受ける部分が多いため、収益は期末に向けて集中する傾向があります。
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メディカルサービス事業では、売上高は医薬品・医療機器などの販売が好調に推移したことなどにより、326億

円(前年同期比7.2%増加)となりましたが、営業利益は原価率の上昇などにより、27億円(前年同期比0.1%減少)とな

りました。

 

保険事業では、売上高はセコム損害保険株式会社のガン保険「自由診療保険メディコム」の販売が順調に推移し

たことなどにより、201億円(前年同期比3.6%増加)となりました。営業利益は自然災害に伴う発生損害の減少など

により保険引受費用が減少し、11億円(前年同期比163.8%増加)となりました。

 

地理情報サービス事業では、売上高は公共部門および海外部門の減収により、219億円(前年同期比3.9%減少)と

なりました。営業損益は前連結会計年度末に契約損失引当金を計上したことなどにより原価率が改善したこと、販

売費及び一般管理費の減少などにより、５億円の営業損失(前年同期は６億円の営業損失)となりました。

なお、当事業は主要市場である官公庁への納品時期が主に３月末になるため、収益は期末に向けて集中する傾向

があります。

 

情報通信事業では、売上高はデータセンター売上の増収および前期より販売開始した「セコムあんしんマイナン

バーサービス」の寄与により、241億円(前年同期比3.7%増加)となり、営業利益はデータセンターの運営費用の減

少などにより、32億円(前年同期比26.4%増加)となりました。

 

不動産・その他の事業では、売上高は不動産開発・販売事業が増収となったことなどにより、257億円(前年同期

比23.0%増加)となり、営業利益は25億円(前年同期比18.0%増加)となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期末の総資産は、前連結会計年度末に比べ313億円(2.0%)減少して１兆5,367億円となりました。流動

資産は、現金及び預金が421億円(18.4%)増加の2,705億円、受取手形及び売掛金が364億円(29.8%)減少の856億円、

その他流動資産が72億円(26.3%)減少の201億円、有価証券が52億円(15.4%)減少の291億円となり、流動資産合計は

前連結会計年度末に比べ51億円(0.7%)減少して6,846億円となりました。固定資産は、投資有価証券が203億円

(7.7%)減少の2,440億円、無形固定資産が28億円(2.4%)減少の1,166億円、有形固定資産が17億円(0.5%)減少の

3,746億円となり、固定資産合計は前連結会計年度末に比べ261億円(3.0%)減少して8,521億円となりました。

 

負債は、前連結会計年度末に比べ396億円(6.3%)減少して5,852億円となりました。流動負債は、短期借入金が

232億円(42.1%)減少の319億円、未払金が82億円(21.5%)減少の301億円、支払手形及び買掛金が58億円(13.9%)減少

の359億円となり、流動負債合計は前連結会計年度末に比べ388億円(11.2%)減少して3,087億円となりました。固定

負債は、保険契約準備金が31億円(2.0%)増加の1,628億円、長期借入金が28億円(14.2%)減少の171億円、その他固

定負債が８億円(19.9%)減少の33億円、長期預り保証金が８億円(2.3%)減少の341億円となり、固定負債合計は前連

結会計年度末に比べ７億円(0.3%)減少して2,765億円となりました。

 

純資産は、利益剰余金が261億円(3.5%)の増加、為替換算調整勘定が176億円(801.7%)の減少、その他有価証券評

価差額金が33億円(16.9%)の減少となり、純資産合計は前連結会計年度末に比べ83億円(0.9%)増加して9,514億円と

なりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期における営業活動によるキャッシュ・フローは、全体で1,026億円の資金の増加(前年同期は792億

円の資金の増加)となりました。主な資金の増加要因は、税金等調整前四半期純利益667億円、受取手形及び売掛債

権の減少額347億円、減価償却費263億円であります。また、主な資金の減少要因は、法人税等の支払額222億円、

仕入債務の減少額126億円であります。

なお、前年同期との比較では、営業活動によるキャッシュ・フローは、234億円の収入の増加となりました。こ

れは、主に未払消費税等の純減額が減少したこと、受取手形及び売掛債権の純減額が増加したこと、たな卸資産の

純増額が減少したことによるものです。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、全体で158億円の資金の減少(前年同期は194億円の資金の減少)となりま

した。主な資金の減少要因は、警報機器及び設備等の有形固定資産の取得による支出221億円、投資有価証券の取

得による支出123億円、無形固定資産の取得による支出36億円であります。また、主な資金の増加要因は、投資有

価証券の売却及び償還による収入240億円であります。

なお、前年同期との比較では、投資活動によるキャッシュ・フローは、36億円の支出の減少となりました。これ

は、主に投資有価証券の売却及び償還による収入が減少しましたが、投資有価証券の取得による支出が減少したこ

と、有形固定資産の取得による支出が減少したことに加え、前年同期に連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得

があったことによるものです。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、全体で455億円の資金の減少(前年同期は262億円の資金の減少)となりま

した。主な資金の減少要因は、短期借入金の減少額235億円、配当金の支払額152億円、長期借入金の返済による支

出32億円であります。

なお、前年同期との比較では、財務活動によるキャッシュ・フローは、193億円の支出の増加となりました。こ

れは、主に短期借入金の収支純額が減少したことによるものです。

 

これらの結果、当第２四半期末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ389億円増加して2,607

億円となりました。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課

題はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期の研究開発費の総額は3,046百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 900,000,000

計 900,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成28年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年11月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 233,288,717 233,288,717
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
100株

計 233,288,717 233,288,717 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
　

(百万円)

資本金残高
　

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成28年９月30日 ─ 233,288,717 ─ 66,377 ─ 83,054
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(6) 【大株主の状況】

平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２－11－３ 23,495 10.07

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY
((常代)香港上海銀行東京支店)

ONE LINCOLN STREET,BOSTON MA USA 02111
(東京都中央区日本橋３－11－１)

14,553 6.23

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１－８－11 14,451 6.19

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY
505223
((常代)株式会社みずほ銀行決済営業部)

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
(東京都港区港南２－15－１
品川インターシティＡ棟)

4,918 2.10

THE BANK OF NEW YORK MELLON SA/NV 10
((常代)株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行)

RUE MONTOYERSTRAAT 46,1000 BRUSSELS,
BELGIUM
(東京都千代田区丸の内２－７－１)

4,322 1.85

飯田　亮 東京都世田谷区 4,240 1.81

野村信託銀行株式会社(信託口2052088) 東京都千代田区大手町２－２－２ 4,148 1.77

公益財団法人セコム科学技術振興財団 東京都渋谷区神宮前１－５－１ 4,025 1.72

資産管理サービス信託銀行株式会社
(証券投資信託口)

東京都中央区晴海１－８－12
晴海アイランドトリトンスクエア
オフィスタワーＺ棟

3,583 1.53

STATE STREET BANK WEST CLIENT-TREATY
505234
((常代)株式会社みずほ銀行決済営業部)

1776 HERITAGE DRIVE,NORTH QUINCY, MA
02171,U.S.A.
(東京都港区港南２－15－１
品川インターシティＡ棟)

3,360 1.44

計 ― 81,100 34.76
 

(注) １ 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。

   ２ 上記各信託銀行の所有株式数は、信託業務に係るものであります。

  
３ 上記の所有株式数の他に、当社は自己株式を15,027千株所有しております。(発行済株式総数に対する所有

株式数の割合6.44％)
 

 

４ 平成28年６月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友信託
銀行株式会社およびその共同保有者２社が平成28年６月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載さ
れているものの、当社として当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんので、
上記大株主の状況には含めておりません。
なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

 

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数(千株)

株券等保有
割合(％)

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－１ 6,611 2.83

三井住友トラスト・アセットマネジメン
ト株式会社

東京都港区芝３－33－１ 583 0.25

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂９－７－１ 6,541 2.80
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) （自己保有株式） ― ―
普通株式 15,027,500

完全議決権株式(その他) 普通株式 218,101,800 2,181,018 ―

単元未満株式 普通株式 159,417 ― ―

発行済株式総数 233,288,717 ― ―

総株主の議決権 ― 2,181,018 ―
 

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式31株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成28年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

セコム株式会社

東京都渋谷区神宮前
１－５－１

15,027,500 ― 15,027,500 6.44

計 ― 15,027,500 ― 15,027,500 6.44
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 228,458 270,596

  現金護送業務用現金及び預金 ※１  128,267 ※１  124,965

  受取手形及び売掛金 122,048 85,619

  未収契約料 31,812 31,905

  有価証券 34,448 29,158

  リース債権及びリース投資資産 39,542 39,011

  商品及び製品 13,099 14,032

  販売用不動産 3,527 2,436

  仕掛品 5,557 6,564

  未成工事支出金 9,070 11,382

  仕掛販売用不動産 23,024 23,830

  原材料及び貯蔵品 8,579 8,231

  繰延税金資産 12,728 13,784

  短期貸付金 4,086 4,531

  その他 27,375 20,174

  貸倒引当金 △1,883 △1,598

  流動資産合計 689,744 684,625

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 148,828 145,840

   機械装置及び運搬具（純額） 10,454 9,786

   警報機器及び設備（純額） 71,447 72,632

   工具、器具及び備品（純額） 23,740 23,388

   土地 116,613 117,042

   建設仮勘定 5,220 5,913

   有形固定資産合計 376,305 374,603

  無形固定資産   

   ソフトウエア 18,071 19,044

   のれん ※３  70,619 ※３  68,284

   その他 30,814 29,334

   無形固定資産合計 119,505 116,664

  投資その他の資産   

   投資有価証券 264,400 244,069

   長期貸付金 39,401 39,274

   敷金及び保証金 13,059 12,978

   長期前払費用 25,262 25,372

   退職給付に係る資産 30,796 30,266

   繰延税金資産 8,602 10,270

   その他 16,656 13,601

   貸倒引当金 △15,698 △14,997

   投資その他の資産合計 382,482 360,836

  固定資産合計 878,293 852,103
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

 繰延資産 14 11

 資産合計 1,568,052 1,536,741

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 41,794 35,972

  短期借入金 ※１，※４  55,283 ※１，※４  31,992

  1年内償還予定の社債 2,582 2,390

  リース債務 4,724 4,827

  未払金 38,376 30,136

  未払法人税等 22,341 21,148

  未払消費税等 6,611 ※５  4,860

  未払費用 5,562 5,225

  現金護送業務用預り金 ※１  101,306 ※１  103,689

  前受契約料 31,389 30,877

  賞与引当金 15,524 15,188

  工事損失引当金 1,397 1,470

  その他 20,738 20,964

  流動負債合計 347,633 308,743

 固定負債   

  社債 8,251 7,581

  長期借入金 20,033 17,196

  リース債務 11,954 12,186

  長期預り保証金 35,002 34,187

  繰延税金負債 14,026 15,430

  役員退職慰労引当金 1,387 1,226

  退職給付に係る負債 22,816 22,556

  保険契約準備金 159,636 162,819

  その他 4,166 3,336

  固定負債合計 277,274 276,522

 負債合計 624,907 585,266

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 66,377 66,377

  資本剰余金 80,326 80,310

  利益剰余金 743,353 769,458

  自己株式 △73,717 △73,723

  株主資本合計 816,340 842,424

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 19,964 16,591

  繰延ヘッジ損益 △40 △38

  為替換算調整勘定 △2,196 △19,803

  退職給付に係る調整累計額 △783 △92

  その他の包括利益累計額合計 16,944 △3,342

 非支配株主持分 109,859 112,393

 純資産合計 943,144 951,474

負債純資産合計 1,568,052 1,536,741
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

売上高 408,890 440,086

売上原価 269,909 291,876

売上総利益 138,980 148,209

販売費及び一般管理費   

 広告宣伝費 1,560 2,171

 給料及び手当 32,485 33,814

 賞与 1,593 1,926

 賞与引当金繰入額 5,858 5,872

 退職給付費用 1,622 1,768

 役員退職慰労引当金繰入額 34 83

 その他の人件費 7,453 7,688

 減価償却費 2,695 3,379

 賃借料 5,174 5,314

 通信費 1,912 2,005

 事業税 1,339 2,055

 貸倒引当金繰入額 △124 △25

 のれん償却額 765 2,203

 その他 16,403 17,805

 販売費及び一般管理費合計 78,774 86,063

営業利益 60,206 62,146

営業外収益   

 受取利息 536 433

 受取配当金 346 328

 投資有価証券売却益 585 945

 持分法による投資利益 2,603 2,923

 投資事業組合運用益 - 2,901

 その他 805 784

 営業外収益合計 4,877 8,316

営業外費用   

 支払利息 419 492

 固定資産売却廃棄損 ※１  502 ※１  669

 投資事業組合運用損 168 -

 為替差損 215 990

 その他 716 967

 営業外費用合計 2,021 3,119

経常利益 63,062 67,343
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           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

特別利益   

 固定資産売却益 383 60

 投資有価証券売却益 452 7

 その他 50 60

 特別利益合計 886 128

特別損失   

 投資有価証券評価損 0 66

 価格変動準備金繰入額 40 42

 減損損失 102 14

 固定資産売却損 31 0

 その他 102 595

 特別損失合計 277 719

税金等調整前四半期純利益 63,672 66,753

法人税、住民税及び事業税 19,002 21,031

法人税等調整額 999 1,075

法人税等合計 20,001 22,107

四半期純利益 43,670 44,646

非支配株主に帰属する四半期純利益 3,625 3,788

親会社株主に帰属する四半期純利益 40,045 40,857
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

四半期純利益 43,670 44,646

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △1,975 △3,517

 為替換算調整勘定 1,061 △12,845

 退職給付に係る調整額 161 492

 持分法適用会社に対する持分相当額 433 △5,459

 その他の包括利益合計 △318 △21,329

四半期包括利益 43,351 23,316

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 39,811 20,570

 非支配株主に係る四半期包括利益 3,539 2,745
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 63,672 66,753

 減価償却費 22,980 26,353

 のれん償却額 765 2,203

 持分法による投資損益（△は益） △2,603 △2,923

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △222 △152

 退職給付に係る負債及び資産の増減額 △985 958

 受取利息及び受取配当金 △1,981 △1,856

 支払利息 419 492

 為替差損益（△は益） 215 990

 固定資産売却損益及び廃棄損益（△は益） 143 695

 減損損失 102 14

 投資有価証券売却損益（△は益） △1,037 △952

 投資有価証券評価損益（△は益） 0 66

 販売用不動産評価損 246 0

 投資事業組合運用損益（△は益） 168 △2,901

 受取手形及び売掛債権の増減額（△は増加） 28,270 34,716

 たな卸資産の増減額（△は増加） △8,234 △4,112

 仕入債務の増減額（△は減少） △11,232 △12,622

 未払消費税等の増減額（△は減少） △8,411 △1,585

 前受契約料の増減額（△は減少） 484 49

 保険契約準備金の増減額（△は減少） 7,545 3,183

 現金護送業務用現金預金及び預り金の増減額 3,500 5,685

 その他 1,357 5,183

 小計 95,165 120,240

 利息及び配当金の受取額 5,691 5,115

 利息の支払額 △421 △493

 法人税等の支払額 △21,192 △22,217

 営業活動によるキャッシュ・フロー 79,242 102,645
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           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の増減額（△は増加） △800 △60

 有価証券の増減額（△は増加） △1,807 △1,080

 有形固定資産の取得による支出 △24,568 △22,144

 有形固定資産の売却による収入 2,542 344

 無形固定資産の取得による支出 △3,521 △3,635

 投資有価証券の取得による支出 △15,998 △12,317

 投資有価証券の売却及び償還による収入 30,021 24,093

 関連会社株式の取得による支出 △1 △497

 短期貸付金の増減額（△は増加） 11 △29

 貸付けによる支出 △2,882 △2,164

 貸付金の回収による収入 1,081 1,875

 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得 △3,385 -

 その他 △153 △219

 投資活動によるキャッシュ・フロー △19,462 △15,834

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △8,695 △23,556

 長期借入れによる収入 1,600 900

 長期借入金の返済による支出 △2,225 △3,203

 リース債務の返済による支出 △264 △2,434

 社債の償還による支出 △757 △861

 非支配株主からの払込みによる収入 8 640

 配当金の支払額 △14,187 △15,278

 非支配株主への配当金の支払額 △1,616 △2,209

 自己株式の増減額（△は増加） △9 △5

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

△68 △200

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の売却
による収入

- 617

 財務活動によるキャッシュ・フロー △26,215 △45,592

現金及び現金同等物に係る換算差額 99 △2,260

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 33,663 38,957

現金及び現金同等物の期首残高 241,716 221,760

現金及び現金同等物の四半期末残高 275,380 260,718
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日。以下「回収

可能性適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間から適用し、繰延税金資産の回収可能性に関する会計処理

の方法の一部を見直しております。

回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第49項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１

四半期連結会計期間の期首時点において回収可能性適用指針第49項(3)①から③に該当する定めを適用した場合の繰

延税金資産および繰延税金負債の額と、前連結会計年度末の繰延税金資産および繰延税金負債の額との差額を、第

１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加算しております。

この結果、第１四半期連結会計期間の期首において、繰延税金資産（投資その他の資産）が381百万円増加、繰延税

金負債（固定負債）が256百万円減少、利益剰余金が526百万円増加、非支配株主持分が111百万円増加しておりま

す。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　現金護送業務用現金及び預金、短期借入金、現金護送業務用預り金

前連結会計年度(平成28年３月31日)

当社グループの現金護送業務の中には、銀行等の金融機関が設置している自動現金受払機の現金補填業務、現

金回収管理業務および現金集配金業務があります。現金護送業務用現金及び預金残高には、現金補填業務に関

連した現金及び預金残高16,202百万円が含まれており、当社グループによる使用が制限されております。な

お、短期借入金残高には、当該業務に関連した資金調達額4,557百万円が含まれております。

現金回収管理業務に関連した現金残高26,096百万円が現金護送業務用現金及び預金残高に含まれており、当社

グループによる使用が制限されております。なお、当該業務に関連した資金調達額22,365百万円が短期借入金

残高に含まれております。

現金集配金業務に関連した現金及び預金残高85,968百万円が現金護送業務用現金及び預金残高に、同じく現金

集配金業務に関連した預り金残高85,950百万円が現金護送業務用預り金残高に含まれており、当社グループに

よる使用が制限されております。

 

当第２四半期連結会計期間(平成28年９月30日)

当社グループの現金護送業務の中には、銀行等の金融機関が設置している自動現金受払機の現金補填業務、現

金回収管理業務および現金集配金業務があります。現金護送業務用現金及び預金残高には、現金補填業務に関

連した現金及び預金残高19,146百万円が含まれており、当社グループによる使用が制限されております。な

お、短期借入金残高には、当該業務に関連した資金調達額4,582百万円が含まれております。

現金回収管理業務に関連した現金残高19,952百万円が現金護送業務用現金及び預金残高に含まれており、当社

グループによる使用が制限されております。なお、当該業務に関連した資金調達額16,654百万円が短期借入金

残高に含まれております。

現金集配金業務に関連した現金及び預金残高85,865百万円が現金護送業務用現金及び預金残高に、同じく現金

集配金業務に関連した預り金残高85,847百万円が現金護送業務用預り金残高に含まれており、当社グループに

よる使用が制限されております。
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２　偶発債務

(債務保証)

下記の法人、個人の借入金等について債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

個人住宅ローン等 1,680百万円 2,485百万円

医療法人社団三喜会 335 293

㈱プライムステージ 100 100

その他 252 244

合計 2,368 3,123
 

 

※３　のれん及び負ののれんの表示

のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。相殺前の金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

のれん 70,712百万円 68,315百万円

負ののれん 92 30

差引額 70,619 68,284
 

 

※４　当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約

(借手側)

当社グループにおいては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行29行と当座貸越契約及び貸出コミットメ

ント契約を締結しております。当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであ

ります。

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

116,135百万円 67,570百万円

借入実行残高 21,897 4,115

差引額 94,238 63,455
 

 

※５　消費税等の取扱い

当第２四半期連結会計期間(平成28年９月30日)

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、未払消費税等として表示しております。
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(四半期連結損益計算書関係)

※１　固定資産売却廃棄損の内訳

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

警報機器及び設備 493百万円 652百万円

その他固定資産 8 16

合計 502 669
 

上記の固定資産売却廃棄損は、事業活動の中で経常的に発生するものであります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

現金及び預金勘定 251,515百万円 270,596百万円

コールローン勘定 29,500 ―

有価証券勘定 31,414 29,158

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △ 9,485 △11,156

償還期間が３ヶ月を超える債券等 △27,563 △27,880

現金及び現金同等物 275,380 260,718
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 14,187 65 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月９日
取締役会

普通株式 14,187 65 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金
 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日
定時株主総会

普通株式 15,278 70 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月９日
取締役会

普通株式 15,278 70 平成28年９月30日 平成28年12月７日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 報告セグメント  

 
セキュリティ
サービス

防災
メディカル
サービス

保険
地理情報
サービス

 

売上高       

外部顧客への売上高 234,747 57,114 30,509 19,425 22,868  
       

セグメント間の内部
売上高又は振替高

5,946 2,160 87 1,503 45  

計 240,694 59,274 30,596 20,929 22,913  

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

56,226 4,556 2,757 431 △　689  
 

       

 報告セグメント 不動産・
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３ 情報通信 計

売上高       

外部顧客への売上高 23,304 387,970 20,920 408,890 ― 408,890
       

セグメント間の内部
売上高又は振替高

3,839 13,582 978 14,560 (14,560) ―

計 27,143 401,552 21,898 423,451 (14,560) 408,890

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

2,577 65,859 2,201 68,060 (7,854) 60,206
 

(注)１ 「不動産・その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産開発・販売事業、

不動産賃貸事業、建築設備工事事業等を含んでおります。

２　セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額には、セグメント間取引消去△０百万円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用7,854百万円が含まれております。全社費用の主なものは、当社本社の企画部

門・人事部門・管理部門等に係る費用であります。

３　セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（のれんの金額の重要な変動）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 報告セグメント  

 
セキュリティ
サービス

防災
メディカル
サービス

保険
地理情報
サービス

 

売上高       

外部顧客への売上高 262,242 53,147 32,697 20,117 21,986  
       

セグメント間の内部
売上高又は振替高

5,782 1,490 93 1,590 108  

計 268,025 54,638 32,790 21,707 22,094  

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

56,475 4,289 2,753 1,138 △　511  
 

       

 報告セグメント 不動産・
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３ 情報通信 計

売上高       

外部顧客への売上高 24,162 414,353 25,732 440,086 ― 440,086
       

セグメント間の内部
売上高又は振替高

3,527 12,593 952 13,546 (13,546) ―

計 27,690 426,947 26,685 453,632 (13,546) 440,086

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

3,257 67,401 2,597 69,999 (7,852) 62,146
 

(注)１ 「不動産・その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産開発・販売事業、

不動産賃貸事業、建築設備工事事業等を含んでおります。

２　セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額には、セグメント間取引消去△146百万円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用7,999百万円が含まれております。全社費用の主なものは、当社本社の企画部

門・人事部門・管理部門等に係る費用であります。

３　セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（のれんの金額の重要な変動）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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(有価証券関係)

Ⅰ 前連結会計年度末(平成28年３月31日)

　

その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 29,928 48,970 19,041

(2) 債券    

①　国債・地方債 38,625 40,112 1,486

②　社債 26,754 27,261 507

③　その他 63,165 68,997 5,832

(3) その他 39,870 40,729 858

合計 198,344 226,071 27,727
 

 

Ⅱ 当第２四半期連結会計期間末(平成28年９月30日)

　

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有価

証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が見られます。

 

その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
差額(百万円)

(1) 株式 31,632 49,608 17,976

(2) 債券    

①　国債・地方債 28,671 30,190 1,518

②　社債 25,161 25,945 783

③　その他 58,586 60,209 1,623

(3) その他 37,465 38,220 754

合計 181,517 204,174 22,656
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目  
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額  183円47銭 187円20銭

(算定上の基礎)    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額 (百万円) 40,045 40,857

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額

(百万円) 40,045 40,857

普通株式の期中平均株式数 (株) 218,263,294 218,261,529
 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

 

第56期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）中間配当について、平成28年11月９日開催の取締役会にお

いて、平成28年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                            　15,278百万円

②　１株当たりの金額      　                     70円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成28年12月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成28年11月14日

セ コ ム 株 式 会 社

取 締 役 会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　服　部　將　一　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　吉　田　秀　樹　　㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセコム株式会社

の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、セコム株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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